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株主の皆様へ 
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　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

　　当社グループの第４７期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）の企業集団の

営業の概況についてご報告申し上げます。 

 

企業集団の営業の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、年間を通して上昇傾向でありましたが、

業種別に市況には差があり、同一業種内でも業績の２極化傾向は顕著になってま

いりました。 

雇用状況は改善しており、個人消費も活発になってきましたが、所得格差は拡

大傾向にあり、消費構造も従来からの低価格帯指向と高価格・高級品指向の、やは

り２極化傾向になってきております。一方、当社グループに関連深い半導体製造

装置業界は、期初の需要減の見通しほど落ち込まず、結果として需要減は改善し

ました。これは、景気回復による電子部品の在庫調整が想定外に好転したためと、

従来からの情報関連機器やデジタル民生機器の需要に加えて、車載関連の需要増

も寄与し始めているものと推測します。そのため、当社グループの半導体製造装置

関連の業績は期初の計画を達成し、加えて自社製品の業績も好調に推移しました。 

このような状況のもと、当社グループは、適正な固定費を維持しながら、当面の

需要状況に的確に対応するために変動費の有効活用に努め、また、新規顧客の開拓、

好採算の自社製品拡販に注力しました。また、品質の向上、コストダウン、短納期生

産を更に促進するために生産体制の継続的な改善を実施しております。 

その結果は、当連結会計年度の売上高８,０６７百万円（前期比３.８％増）、経常利益

１,１１１百万円（前期比１２.９％増）、当期純利益６１４百万円（前期比３０.２％増）となりま

した。 

 

配当金につきましては、先にご案内申し上げましたとおり、１株につき１９円の

配当とさせていただきましたのでご了承のほどお願い申し上げます。 
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当社グループが対処すべき課題としましては、以下を考えております。 

・市場（顧客）の多角化 

当社グループの主要市場（顧客）は受託製品、自社製品ともに、半導体製造装

置分野、産業用制御機器分野及び計測機器分野であります。これらの市場（顧客）

の深堀は勿論のこと、中長期的には新たな市場（顧客）開拓を行い、半導体製造

装置業界特有の急激な需要変動による売上変動の回避及び更なる成長路線の

確立に注力してまいります。 

・製品開発の差別化と新たな分野の製品開発 

自社製品は現在、MPUモジュールを主にした「組込みモジュール」、「画像処

理モジュール」、「計測通信機器」の３種類の主要製品群を開発しております。

それらの更なる差別化を図る製品開発を行うために、コア技術のIP化（ASIC化、

ソフトウェア化）、SoC手法の導入等を行います。同時に中長期的には新たな分

野の製品開発も視野に入れてまいります。 

・顧客ニーズを満足する生産体制の更なる充実 

当社グループの生産状況は、半導体製造装置特有の急激な需要変動を背景に

し、加えて多機種変量生産であります。そのような状況下で、市場（顧客）から

のコストダウン、生産リードタイム短縮、品質向上及び鉛フリー化を含むRoHS

指令対応のニーズを満足するために、継続的な設備投資と生産体制の改善を進

めてまいります。 

・企業の社会的責任（CSR）の推進 

近年、様々な形での企業の社会的責任が問われ始めております。そのような

中、当社グループは内部統制マネジメントを推進するために、業務の有効性と

効率性の向上、財務報告の信頼性確保、関連法令の準拠性に誠実で積極的な取

組みを行います。同時に地球環境保全のために、RoHS指令対応の製品開発・製

造を始め、環境への影響を配慮した社内外の各種の活動への支援を実施してま

いります。また、ステークホルダーへの責任を果たすため、迅速な情報公開や

IR活動を一層充実させてまいります。 

 

株主の皆様におかれましては、なにとぞ倍旧のご支援、ご鞭撻を賜りたくお

願い申し上げます。 
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■　企業集団の部門別概況 
「受注製品　半導体製造装置関連」 

当該品目は、半導体・液晶製造装置の制御装置部を提供しております。市況全

般の需要は、期初の見通しの需要減よりは改善しましたが、顧客別の需要に温度

差があり売上高は微増でありました。 

その結果は、売上高 ３,４５５百万円（前期比１.９％増）となりました。 

 

「受注製品　産業用制御機器」 

当該品目は、各種の産業用装置、分析機器等の特注制御装置の設計及び製造を

行い特機製品として提供しております。今年度の上半期は従来顧客の需要は減少

し、下半期は新規顧客の開拓が進みましたが、売上高は微増でありました。 

その結果は、売上高 ６６２百万円（前期比１.２％増）となりました。 

 

「受注製品　計測機器」 

当該品目は、特注の各種計測機器のコントローラ、通信機器の特注製品の開発

及び製造を行い特機製品として提供しております。数年前から新たに加わった製

品の需要が一巡しまして、売上高は微減となりました。 

その結果は、売上高 １,１０４百万円（前期比４.０%減）となりました。 

 

「自社製品　組込みモジュール」 

当該品目のCompact PCIバス規格によるモジュールについては、拡販に努めまし

たが売上高は微減でありました。VMEバス規格によるモジュールについては、時

代の趨勢により需要が大幅に減少しており、その影響を受けて組込みモジュール

全体としての売上高も減少いたしました。 

その結果は、売上高 ７８７百万円（前期比１２.８％減）となりました。 

 



「自社製品　画像処理モジュール」 

当該品目は、当社グループの重要製品の一つとして位置付け、高性能・差別化

を目指して自社開発した画像処理LSIを搭載し、システムバスとしてPCIバス規格（PCI-

Xバス含む）、Compact PCIバス規格を採用した画像処理モジュール群及び関連ソフ

トウェアを、お客様のニーズに対応して積極的に開発を行い拡販に努め、売上高

は順調に増加いたしております。 

その結果は、売上高 ６９８百万円（前期比１９.６％増）となりました。 

 

「自社製品　計測通信機器」 

当該品目は、当社グループの差別化製品として位置付け、大きく２種類の製品

群を開発・販売しております。 

その一つであります、超高速シリアル通信モジュール「GiGA CHANNEL」シリーズ

は、製品開発及び販売に努め、その結果、継続採用顧客が増加し、売上高は順調

に増加いたしております。 

また、CTI（Computer Telephony Integration）分野の製品として、電話の外線・内線・

LANに対応した「音声・FAX応答モジュール」を開発・販売しておりますが、製品

開発及び拡販に努め、売上高は順調に増加いたしております。特に前年度下期か

らの特需的な大口顧客の売上が寄与しまして、売上高は大幅に増加いたしました。 

その結果は、売上高 １,１４４百万円（前期比４７.３％増）となりました。 

 

「商品　自社製品関連商品」 

当該品目は、自社製品の組込みモジュール、画像処理モジュール、計測通信機

器の販売促進とシステム販売による高付加価値化を図るためのソフトウェア及び

付属の周辺機器販売を行っておりますが、それらは微増でした。しかし特注商品

の売上高が大幅に減少したことにより、当該品目全体としての売上高は減少いた

しました。 

その結果は、売上高 ２１４百万円（前期比３１.７％減）となりました。 
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■　企業集団の設備投資の状況 
当連結会計年度は、長期的に成長が期待できる分野への展開並びに製品の生

産性及び信頼性向上を目的とした生産設備を中心に総額１３２百万円の設備投資を

実施いたしました。 

その主なものは機械装置５５百万円、工具・器具及び備品３５百万円、ソフトウェ

ア４１百万円であります。 

 

「新規開発製品例」 

▼Pentium M 2.0GHz 搭載 CPUモジュール 
   「ACP-１３０」 

▼POP端末「AX-POP２」 



■　企業集団及び当社の営業成績及び財産の状況の推移 
①企業集団の営業成績及び財産の状況の推移 
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（企業集団の業績の推移） 

売上高の推移（百万円） 経常利益の推移（百万円） 総資産の推移（百万円） 

第４４期  第４５期  第４６期  第４７期 第４４期  第４５期  第４６期  第４７期 第４４期  第４５期  第４６期  第４７期 

（注）１. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数で算出しております。 
なお、役員賞与金額につきましては、普通株主に帰属しない金額として当期純利益の額
から控除しております。 

２. （1）第44期の売上の減少及び当期純損失の計上は、主に半導体製造装置関連の受注の減少
によるものであります。 

 （2）第45期及び第46期の売上の増加及び当期純利益の計上は、主に半導体製造装置関連の
受注の増加によるものであります。 

 （3）第47期の状況につきましては、前記「（１）企業集団の営業の経過及び成果」に記載のとお
りであります。 

年　度 

区　分 

第４４期 第４５期 第４６期 
平成１４年４月１日 
平成１５年３月３１日 

平成１５年４月１日 
平成１６年３月３１日 

平成１６年４月１日 
平成１７年３月３１日 

区　分 

年　度 

売 上 高  

経常利益（△損失） 

当期純利益（△損失） 

１株当たり当期純利益（△損失） 

総 資 産  

純 資 産  

（千円） 

（千円） 

（千円） 

（円） 

（千円） 

（千円） 

 ７ , ７７５ , ４３９ 

 ９８４ , ３２７ 

 ４７１ , ６４１ 

 ５８ . ７７ 

 １０ , ４７１ , １１４ 

 ７ , ６８２ , ２４０ 

（　　　　　　  ） 
 ６ , ７０４ , ０５９ 

 ６３０ , ２８７ 

 ４６９ , ８８０ 

 ５９ . ４５ 

 ９ , ９３９ , ４４７ 

 ７ , ２３９ , ６５２ 

（　　　　　　  ） 
  ４ , ６９０ , ４４４ 

 △ １１５ , ８５３ 

 △ ２４５ , ０６１ 

 △ ３０ . ８２ 

  ７ , ３３４ , ８２３ 

  ６ , ０４１ , ５７９ 

（　　　　　　  ） 
第４７期 

平成１７年４月１日 
平成１８年３月３１日 

８ , ０６７ , ５３３ 

１ , １１１ , ３２５ 

６１４ , ２７７ 

７６ . ６８ 

１１ , ７２３ , ９５９ 

８ , ４９０ , ９６２ 

（　　　　　　  ） 

０ 

２,０００ 

４,０００ 

６,０００ 

８,０００ 

１０,０００ 

１２,０００ 

－２００ 

０ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

１,０００ 

１,２００ 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

７,０００ 

８,０００ 

９,０００ 

９,９３９ 
１０,４７１ 

７,３３４ 

△１１５ 

４,６９０ 

６,７０４ 

７,７７５ 

６３０ 

９８４ 

１１,７２３ 
８,０６７ 

１,１１１ 
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②当社の営業成績及び財産の状況の推移 

（注）１. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数で算出しております。 
なお、役員賞与金額につきましては、普通株主に帰属しない金額として当期純利益の額
から控除しております。 

２. 各期の状況につきましては、前記①「企業集団の営業成績及び財産の状況の推移」の（注）２. 
と同じであります。 

年　度 

区　分 

第４４期 第４５期 第４６期 
平成１４年４月１日 
平成１５年３月３１日 

平成１５年４月１日 
平成１６年３月３１日 

平成１６年４月１日 
平成１７年３月３１日 

年　度 

売 上 高  

経常利益（△損失） 

当期純利益（△損失） 

１株当たり当期純利益（△損失） 

総 資 産  

純 資 産  

（千円） 

（千円） 

（千円） 

（円） 

（千円） 

（千円） 

 ４ , ８８８ , ３４６ 

 ５５１ , ２３２ 

 ２９５ , ００８ 

 ３６ . ６５ 

 ８ , ５５０ , ３８０ 

 ６ , ７６３ , ２２９ 

（　　　　　　  ） 
 ４ , ３７６ , ６７９ 

 ３３２ , ２５７ 

 ３５２ , ８８８ 

 ４４ . ８５ 

 ８ , ２７５ , １９２ 

 ６ , ４９２ , ５１１ 

（　　　　　　  ） 
  ３ , ２９３ , ７１４ 

 △ １６５ , ５７１ 

 △ ２６０ , ８１５ 

 △ ３２ . ８１ 

  ６ , ０９０ , ６５４ 

  ５ , ４１０ , ２３８ 

（　　　　　　  ） 

（当社の業績の推移） 

売上高の推移（百万円） 経常利益の推移（百万円） 総資産の推移（百万円） 

０ 

２,０００ 

４,０００ 

６,０００ 

８,０００ 

１０,０００ 

－２００ 

－１００ 

０ 

１００ 

２００ 

３００ 

４００ 

５００ 

６００ 

７００ 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

４,０００ 

５,０００ 

６,０００ 

第４４期  第４５期  第４６期  第４７期 第４４期  第４５期  第４６期  第４７期 第４４期  第４５期  第４６期  第４７期 

８,２７５ 
８,５５０ 

６,０９０ ３３２ 

５５１ 

△１６５ 

３,２９３ 

４,３７６ 

４,８８８ 

第４７期 
平成１７年４月１日 
平成１８年３月３１日 

５ , １４３ , ２６５ 

６５４ , ０１１ 

４４３ , ０３０ 

５５ . ２７ 

９ , ５７３ , ３８３ 

７ , ４０６ , ３０６ 

（　　　　　　  ） 

９,５７３ ６５４ 
５,１４３ 
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■　貸借対照表（平成１８年３月３１日現在） 
（単位：千円） 

資 　　　　産 　　　　の 　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部 

科　　 　　　目 科　　 　　　目 金　　額 金　　額 

科　　 　　　目 金　　額 

資  本  の  部  

 

流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金  
受 取 手 形 
売   掛   金 
有 価 証 券 
商  品  
製  品  
原 材 料  
仕 掛 品  
貯 蔵 品  
前 払 費 用  
繰 延 税 金 資 産  
未 収 入 金  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産  
有 形 固 定 資 産  
建 物  
構 築 物  
機 械 及 び 装 置  
工 具 器 具 及 び 備 品  
土 地  
建 設 仮 勘 定  

無 形 固 定 資 産  
ソ フ ト ウ ェ ア  
電 話 加 入 権  

投資その他の資産  
投 資 有 価 証 券  
子 会 社 株 式  
出 資 金  
従 業 員 長 期 貸 付 金  
破 産 ・ 更 生 債 権 等  
長 期 前 払 費 用  
会 員 権  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

資 産 合 計  

４ , ８１１ , ７６６ 
１ ,  ９５５ ,  ７７５ 
２４８ ,  １７４ 
８９０ ,  １２３ 
４９ ,  １２０ 
７ ,  ６３８ 

１６９ ,  ７７３ 
４１５ ,  ２０７ 
３０９ ,  １３６ 
３ ,  ５９７ 
７ ,  ５７１ 
９９ ,  ９７１ 
６５４ ,  ９５６ 
１ ,  ２５４ 
△ ５３７ 

４ , ７６１ , ６１６ 
１ , ９１３ , ７２１ 
６７３ ,  ８９６ 
９ ,  ５０１ 
９６ ,  ７６４ 
２２ ,  ５２９ 

１ ,  １０９ ,  ８９８ 
１ ,  １３０ 
４２ , ８１７ 
３９ ,  ３３０ 
３ ,  ４８７ 

２ , ８０５ , ０７７ 
２ ,  ６２６ ,  ３０２ 
１７３ ,  ４６０ 

１０ 
５１７ 
３１７ 
１ ,  ０８８ 
３ ,  ０００ 
６９９ 

△ ３１７ 

９ , ５７３ , ３８３ 

流 動 負 債  
支 払 手 形  
買 掛 金  
未 払 金  
未 払 費 用  
未 払 法 人 税 等  
未 払 消 費 税 等  
前 受 金  
預 り 金  
賞 与 引 当 金  

固 定 負 債  
繰 延 税 金 負 債  
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金 
そ の 他  

負 債 合 計  

１ , ２０９ , １８８ 
３４１ ,  ３０３ 
３９５ ,  ８５９ 
２９ ,  ９８４ 
１７ ,  ７８９ 
１７７ ,  ０３５ 
１６ ,  ３８２ 
６２ ,  ５４５ 
５ ,  ２６９ 

１６３ ,  ０１８ 

９５７ , ８８７ 
７６７ ,  ６６７ 
１２８ ,  ６２０ 
６１ ,  ５７９ 

２０ 

２, １６７ , ０７６ 

資 本 金  
資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金  
そ の 他 資 本 剰 余 金  
自己株式処分差益 

利 益 剰 余 金  
利 益 準 備 金  
当 期 未 処 分 利 益  

その他有価証券評価差額金 
自 己 株 式  

資 本 合 計  

負債・資本合計  

２ , ３５４ , ０９４ 
２ , ４５９ , ８３８ 
２ ,  ４４４ ,  ９４２ 
１４ ,  ８９５ 
１４ ,  ８９５ 

１ , ３４３ , ３６７ 
８６ ,  ６７４ 

１ ,  ２５６ ,  ６９３ 
１ , ３４０ , ７２０ 
△ ９１ , ７１４ 

７ , ４０６ , ３０６ 

９ , ５７３ , ３８３ 

（注） １. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 
２. 子会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債務 ３４,８３０ 千円 
３. 有形固定資産の減価償却累計額 ８７６,７８２ 千円 
４. リース契約 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造、設計に関する設備の一部及び電子計算
機等については、リース契約により使用しております｡ 

５. 商法施行規則第１２４条第３号に規定する配当制限額 
資産の時価評価により増加した純資産額 １,３４０,７２０ 千円 

６. 自己株式の種類及び総数 
株式の種類 普通株式 
自己株式の総数 ２７７,６６４ 株 
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■　損益計算書（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
（単位：千円） 

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額 

営
業
損
益
の
部 

営
業
外
損
益
の
部 

特
別
損
益
の
部 

経

常

損

益

の

部 

営 業 収 益  
売 上 高  

営 業 費 用  
売 上 原 価  
販 売 費 及び 一 般 管 理 費  

営 業 利 益  

営 業 外 収 益  
受 取 利 息  
有 価 証 券 利 息  
受 取 配 当 金  
有 価 証 券 売 却 益  
仕 入 割 引  
賃 貸 収 入  
そ の 他  

経 常 利 益  

特 別 利 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益  
投 資 有 価 証 券 償 還 益  

特 別 損 失  
固 定 資 産 売 却 損  
固 定 資 産 除 却 損  

税引前当期純利益  

法 人 税 ､ 住 民 税 及び 事 業 税  
法 人 税 等 調 整 額  
当 期 純 利 益  
前 期 繰 越 利 益  
当 期 未 処 分 利 益  

 
 
 

３ ,  ５８５ ,  ２１１ 
９８９ ,  ６７５ 

 

 
３５４ 
２０５ 

６８ ,  ４４３ 
８ ,  ０１４ 
１ ,  ６６３ 
１ ,  ２９５ 
５ ,  ６５７ 

 

 
９４ 

１ ,  ６３０ 
 

１ ,  ０７２ 
１ ,  ０６１ 

 

２４０ ,  ４３８ 
△ ２９ ,  ８６４ 

 
５ ,  １４３ ,  ２６５ 

 
 

４ ,  ５７４ ,  ８８６ 

５６８ , ３７８ 

 
 
 
 
 
 
 

８５ ,  ６３３ 

６５４ , ０１１ 

 
 

１ ,  ７２５ 
 
 

２ ,  １３３ 

６５３ , ６０３ 

 
２１０ ,  ５７３ 
４４３ , ０３０ 
８１３ ,  ６６３ 

１ , ２５６ , ６９３ 

（注）１. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 
２. 子会社との取引高 

売上高 １２,００６ 千円 
仕入高 ２３,８６９ 千円 
外注加工費 ４００,２７９ 千円 
外注設計費 １,６３３ 千円 
営業取引以外の取引高 ４７,７９０ 千円 

３. １株当たり当期純利益 ５５.２７ 円 
（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
当期純利益 ４４３,０３０ 千円 
普通株主に帰属しない金額 １６,０００ 千円 
（うち利益処分による役員賞与金） （１６,０００ 千円） 
普通株式に係る当期純利益 ４２７,０３０ 千円 
期中平均株式数 ７,７２６,６７３ 株 
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（注記事項） 
重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
（１） 子会社株式 

移動平均法による原価法 
（２） その他有価証券 

①時価のあるもの・・・・・・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
②時価のないもの・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
①商品・製品・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法 
②原材料・・・・・・・・・・・・・・月次総平均法による原価法 
③仕掛品・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法 
④貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 
（１） 有形固定資産 

定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については
定額法）を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建　　　　　物　　１５～３８年 
機　械　装　置　　５～１０年 

（２） 無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
自社利用のソフトウェア   ５年 

４．引当金の計上基準 
（１） 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率等により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。 

（２） 賞与引当金 
従業員（使用人兼務役員の使用人部分を含む）賞与の支給に充てるため、支給見込額を基準

として算定計上しております。 
（３） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、計上しております。 

（４） 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上

しております。 
なお、当該引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 

５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
６．消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
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■　利益処分 
 

 

 

１４７,９５０,６８２ 

 

１６,０００,０００ 

（３,７００,０００） 

１,２５６,６９３,３５２ 

 

 

 

 

 

１,０９２,７４２,６７０ 

当 期 未 処 分 利 益  

これを次の通り処分いたします。 

株 主 配 当 金  

（ １ 株 当 た り １９ 円 ）  

役 員 賞 与 金  

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ）  

次 期 繰 越 利 益  

 

科　　　　 　　　　目 金　　　　 　　　　額 

（単位：円） 
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（注）１. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 
２. 有形固定資産の減価償却累計額 １,５６７,４６７ 千円 
３. リース契約 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造、設計に関する設備の一部及び電子計算
機等については、リース契約により使用しております｡ 

４. 自己株式の種類及び総数 
株式の種類 普通株式 
自己株式の総数 ２７７,６６４ 株 

■　連結貸借対照表（平成１８年３月３１日現在） 
（単位：千円） 

資 　　　　産 　　　　の 　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部 

科　　 　　　目 科　　 　　　目 金　　額 金　　額 

科　　 　　　目 金　　額 

５３３,３９５ 

資  本  の  部 

 

少 数 株 主 持 分 

流 動 資 産  

現 金 及 び 預 金  

受取手形及び売掛金 

有 価 証 券 

た な 卸 資 産  

繰 延 税 金 資 産  

未 収 入 金  

そ の 他  

貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産  

有 形 固 定 資 産  

建 物 及 び 構 築 物  

機械装置及び運搬具 

工 具 器 具 及 び 備 品  

土 地  

建 設 仮 勘 定  

無 形 固 定 資 産  

投資その他の資産  

投 資 有 価 証 券  

繰 延 税 金 資 産  

そ の 他  

貸 倒 引 当 金  

資 産 合 計  

６,５２８,９２４ 

２ ,  ５７３ ,  ２３８ 

１ ,  ７２０ ,  ９２８ 

４９ ,  １２０ 

１ ,  ３９０ ,  ６５３ 

１１３ ,  ７２３ 

６５５ ,  ０３１ 

２６ ,  ７６４ 

△ ５３７ 

５,１９５,０３４ 

２,４１３,３０８ 

７３９ ,  ０８０ 

２７３ ,  １０６ 

７４ ,  ３３５ 

１ ,  ３１６ ,  ６９９ 

１０ ,  ０８５ 

８６,１４３ 

２,６９５,５８３ 

２ ,  ６３５ ,  ７０２ 

５０ ,  ４０２ 

９ ,  ７９５ 

△ ３１７ 

１１,７２３,９５９ 

流 動 負 債  

支払手形及び買掛金 

未 払 法 人 税 等  

賞 与 引 当 金  

そ の 他  

固 定 負 債  

繰 延 税 金 負 債  

退 職 給 付 引 当 金  

役員退職慰労引当金 

そ の 他  

負 債 合 計  

少 数 株 主 持 分  

１,７０７,４００ 

１ ,  ０２１ ,  ９０４ 

３１２ ,  ０３４ 

１６３ ,  ０１８ 

２１０ ,  ４４２ 

９９２,２０１ 

７６７ ,  １６７ 

１２８ ,  ６２０ 

９６ ,  ３９３ 

２０ 

２,６９９,６０１ 

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

利 益 剰 余 金  

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式  

資 本 合 計  

 
負債・少数株主持 
分及び資本合計 

２,３５４,０９４ 

２,４５９,８３８ 

２,４２８,３９９ 

１,３４０,３４４ 

△ ９１,７１４ 

８,４９０,９６２ 

１１,７２３,９５９ 
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■　連結損益計算書（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
（単位：千円） 

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額 

営
業
損
益
の
部 

営
業
外
損
益
の
部 

特
別
損
益
の
部 

経

常

損

益

の

部 

営 業 収 益  
売 上 高  

営 業 費 用  
売 上 原 価  
販 売 費及び一般管理費  

営 業 利 益  

営 業 外 収 益  
受 取 利 息  
受 取 配 当 金  
有 価 証 券 売 却 益  
仕 入 割 引  
賃 貸 収 入  
そ の 他  

経 常 利 益  

特 別 利 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益  
投 資 有 価 証 券 償 還 益  

特 別 損 失  
固 定 資 産 売 却 損  
固 定 資 産 除 却 損  

税金等調整前当期純利益 

法人税 ､ 住 民 税 及び事業税  
法 人 税 等 調 整 額  
少 数 株 主 利 益  
当 期 純 利 益  

 
 
 

５ ,  ４８８ ,  ３６７ 
１ ,  ５０８ ,  ０２０ 

 

 
５６５ 

２０ ,  ６５３ 
８ ,  ０１４ 
１ ,  ６６３ 
１ ,  ４７６ 
７ ,  ８０７ 

 

 
９４ 

１ ,  ６３０ 
 

１ ,  ０７２ 
１ ,  ２８３ 

 

４６０ ,  ８３０ 

△ ５７ ,  ２２５ 

 
８ ,  ０６７ ,  ５３３ 

 
 

６ ,  ９９６ ,  ３８７ 

１,０７１,１４５ 

 
 
 
 
 
 

４０ ,  １８０ 

１,１１１,３２５ 

 
 

１ ,  ７２５ 
 
 

２ ,  ３５５ 

１,１１０,６９５ 

 
４０３ ,  ６０５ 
９２ ,  ８１２ 
６１４,２７７ 

（注）１. 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。 
２. １株当たり当期純利益 ７６.６８ 円 
（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
当期純利益 ６１４,２７７ 千円 
普通株主に帰属しない金額 ２１,７５８ 千円 
（うち利益処分による役員賞与金） （２１,７５８ 千円） 
普通株式に係る当期純利益 ５９２,５１９ 千円 
期中平均株式数 ７,７２６,６７３ 株 
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（注記事項） 
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 
（１） 連結子法人等　　　　　　　　 １社 

株式会社アバール長崎 
（２） 非連結子法人等 

該当ありません。 
２．持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 
３．連結子法人等の事業年度等に関する事項 

連結子法人等の決算日は連結決算日と一致しております。 
４．会計処理基準に関する事項 
（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
その他有価証券 
ａ 時価のあるもの：連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法によって処理し、売却原価は移動平均法によって
算定しております。） 

ｂ 時価のないもの：移動平均法による原価法 
②たな卸資産 
ａ 製品・商品・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法 
ｂ 原材料・・・・・・・・・・・・・・月次総平均法による原価法 
ｃ 仕掛品・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法 
ｄ 貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法 

（２） 重要な減価償却資産の減価償却方法 
①有形固定資産 
　定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
については、定額法）を採用しております。 
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　建　　　　物 １５～３８年 
　　機  械  装  置 ５～１０年 
②無形固定資産 
　定額法を採用しております。 
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　自社利用のソフトウェア ５年 

（３） 重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。 
②賞与引当金 
　従業員（使用人兼務役員の使用人部分を含む）賞与の支給に充てるため、支給見
込額を基準として算定計上しております。 
③退職給付引当金 
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、計上しております。 
④役員退職慰労引当金 
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく要支給額
を計上しております。 
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（４） 重要なリース取引の処理方法 
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（5）消費税及び地方消費税の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 
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会社が発行する株式の総数 ２３ , ５００ , ０００株 

株式の種類 普通株式 

発行済株式の総数 ８ , ０６４ , ５４２株 

株主数 １ , ４１４名 

１単元の株式数 １ , ０００株 

大株主の状況（上位１０名） 

■　株式の状況（平成１８年３月３１日現在） 
 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

株 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

持 　株 　数 株      主      名 出 資 比 率 

株 式 会 社 ニ コ ン  

 

御 船 　 滋  

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社  

奥 村 龍 昭  

日 本トラスティ・サービス信 託 銀 行 株 式 会 社  

嶋 村 　 清  

株 式 会 社 ア ク セ ル  

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５０２５ 

奥 村 秀 樹  

１ , ２９３ , ４００ 

１ , ０６９ , ０００ 

３４４ , ０００ 

３００ , ０００ 

２３７ , ０００ 

１７６ , ０００ 

１６７ , ５００ 

１６０ , ０００ 

１５９ , ０００ 

１３７ , ０００ 

１６ . ０３ 

１３ . ２５ 

４ . ２６ 

３ . ７１ 

２ . ９３ 

２ . １８ 

２ . ０７ 

１ . ９８ 

１ . ９７ 

１ . ６９ 

発 行 決 議 の 日  

新 株 予 約 権 の 総 数  

新 株 予 約 権 の 残 数  

新株予約権の目的となる株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の総数 

新株予約権の目的となる株式の残数 

新 株 予 約 権 の 発 行 価 額  

平成１５年７月１６日 

１３５個 

  ３４個 

普通株式 

１３５,０００株 

  ３４,０００株 

無　償 

 

■　新株予約権の状況 
　現に発行している新株予約権 

クレジット スイス ファースト ボストン ヨーロッパ ピービー 
セク アイエヌティ ノントリーティ クライエント 
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■　会社の概要（平成１８年６月２７日現在） 

商　　号 

 

設　　立 

資 本 金 

社 員 数 

事業内容 

 

 

 

 

事 業 所 

 

 

役 　 員  

株式会社　アバールデータ 

英文　AVAL　DATA　CORPORATION 

昭和３４年８月２２日 

２３億５４百万円 

１６８名（平成１８年３月３１日現在） 

一般通信機器の製造、販売 

工業用計測器並びに工業用制御装置の製造、販売 

物理、化学、医学用等の電子装置の製造、販売 

その他各種電子応用装置の製造、販売 

前各号に付帯する一切の事業 

本社・町田事業所 東京都町田市旭町一丁目２５番１０号 

厚 木 事 業 所 神奈川県厚木市金田１０４１番地 

代表取締役社長 嶋　村　　　清 

常 務 取 締 役　　五 十 嵐 一 範  

取　　締　　役　　神　子　芳　弘 

取　　締　　役　　広　光　　　勲 

取　　締　　役　　梶　原　　　守 

常 勤 監 査 役  三　国　　　悟 

監　　査　　役　　石　渡　孝　二 

監　　査　　役　　金　子　健　紀 

監　　査　　役　　清　水　壽　幸 

 



事 業 年 度  

定 時 株 主 総 会  

基 準 日  

 

 

株 主 名 簿 管 理 人  

 

同 事 務 取 扱 所  

（郵便物送付先） 

 

（ 電 話 照 会 先 ）  

同 取 次 所  

 

公 告 方 法  

毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

毎年６月開催 

定時株主総会の議決権　毎年３月３１日 

期末配当金　　　　　　毎年３月３１日 

中間配当金　　　　　　毎年９月３０日 

東京都港区芝三丁目３３番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

〒１６８─００６３ 

東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部 

電話 ０１２０─７８─２０３１（フリーダイヤル） 

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店 

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店 

電子公告の方法により行います。但し、事故そ

の他やむを得ない事由によって電子公告による

公告をすることができない場合の公告方法は、

日本経済新聞に掲載します。 

当社のホームページアドレス 

ｈｔｔｐ ： ／／www. avaldata. co. jp

１. 

２. 

３. 

 

 

４. 

 

５.

株主メモ 

（お知らせ） 

住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求及び配当金振込指定に必要な

各用紙のご請求は、下記株主名簿管理人中央三井信託銀行のフリーダイヤル

またはホームページをご利用ください。 

●フリーダイヤル　０１２０ ─ ８７ ─ ２０３１（２４時間受付：自動音声案内） 

●ホームページ　　ｈｔｔｐ ： ／／ｗｗｗ. ｃｈｕｏｍｉｔｓｕｉ. ｃｏ. ｊｐ／ｐｅｒｓｏｎ／ｐ_０６. ｈｔｍｌ 


